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裁　　 決 書

審査請求人

処 分庁･．

皿

皿 福祉事務所長

/上記審査請求人 （以下 「請求人」という。）か ら平 成２３年１月９日付けで提起 吉れた、処分
庁 が平成２ ２年１ １ 月 11. 日付けで行った、生活保護停止決定処分ダ（以下「本件処分」という。）

に係る審査請求について; 次のとお り裁決する。　　　　　　　 ▽　　 。

第:L
1

主　　　　 文

本件処分を取り消す

理 由

審査請求の趣旨及び理由　　　　　　 ’二
審査請求の趣旨　　 ‥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 卜 二
本件審査請求は、処分庁が、請求人に平成２２年１１月１１日付けでした本件処分の取消

しを求めるというものである。　　レ　　　 ト　　　　　　　　　　　　 ト

２　審査請求の理由‘　　　　　　ダ　　　　　　　　　　　　　　　　 、
本件審査請求の理由は、要するに次のとおりであり、請求人はこの点から本件処分は違法

又は不当であると主張しているものと解される。　　　　二　∠
請求人は√本件処分通知に記載された1「失踪」の停止理由には身に覚えが無く、通常の
日､常生活を行っていたにもかかわらず、予告もなく､突然行われた本件処分は違法又は不当
であると主張している。j.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、･

第2
1
当庁 の認定事実及び判断　 ∧　 匸
認定事実　　　　　　 丿
調査したところ、次の事実が認められる。
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（ １ ）　 処 分 庁 は 、 請 求 人 に 対 し 、 平 成 ２ １ 年 ９ 月 ２ ９ 日 付 け で 生 活 保 護 法 （以 下 「法 」 と

い う 。） に 基 づ く保 護 （以 下 「保 護 」 と い う 。） を 開始 し た こ と。　　　　　 匸

（２ ） 平 成 ２ ２ 年 ９月 ８ 日 に 請 求 人 の 妻 が 来 所 し 、 妻 の 「求 職 活 動 状 況 ・ 収 入 申 告 書 」 を 提

出 し た こ と 。　　　　　　　　 卜　　　　　　　　　　　　　　　　 犬

ま た 、 ９ 月 中 に は 、 仕 事 が 決 ま る 見 通 し と の 申 し 出 か ら １ ０ 月 分 の 保 護 費 は 窓 口 支 給

卜　 と な っ た こ と 。　 ２　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　
■　　　　　

Ｉ　　
■

そ の 際 、 処 分 庁 は √ 保 有 を 認 め て い な い 車 の 借 用 ・ 所 有 並 び に 日 常 生 活 に お け る利 便

の た め 運 転 を 一 切 し な い こ と を 法 第 ２ ７条 に 基 づ く 指 導 指 示 書 に よ り 指 示 し た こ と。

（ ３ ） 平 成 ２ ２ 年 ！ Ｏ月 ５ 日 の 保 護 費 支 給 日 に 請 求 人 は 保 護 費 の 受 領 に 処 分 庁 を 訪 れ な か っ

た こ と 。　　　　　　　　　　　　　　　 ‘　　:｡
丶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

ま た 、 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ２ 年 １ ０ 月 ５ 日 、 ８ 日 、２ ９ 日 に 連 絡 先 と し て 知 ら さ れ て い

た 請 求 人 の妻 の 携 帯 電 話 へ 連 絡 す る が 応 答 が な く 、担 当 員 べ 連 絡 を 求 める 伝 言 を 留 守 番

電 話 サ ー ビ ス に 残 し た が √ 担 当 員 へ の 連 絡 は な か っ た こ と。

（４ ） 平 成 ２ ２ 年 １ １ 月 ５ 日 の 保 護 費 支 給 日 に 請 求 人 は 保 護 費 の 受 領 に 処 分 庁 を 訪 れ な か っ

た こ と 。 ヶ　 ∧二　　 。。　　　　　 ・　　　　　　　　　　　　　　　　　 、

勹ま た 、 処 分 庁 は 、 同 日 、 請 求 人 の 妻 の 携 帯 電 話 へ 連 絡 す る が 応 答 が な く 、 担 当 員 へ 連

・ 絡 を 求 め る 伝 言 を 留 守 番 電 話 サ ー ビ ス に 残 し て い る こ と 。　 し　 ：　　　　　　　　　　･。
（ ５ ） 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ２ 年 １ １ 月 ８ 日 に 請 求 人 宅 を 訪 問 し て 呼 び 鈴 を 押 し 、 ま た 、 ド ア を

ノ ッ ク す る も 反 応 が な く 、 担 当 員 へ 連 絡 を 求 め る 内 容 の 連 絡 票 を 差 し 置 い た こ と 。

（６ ） 処 分 庁 は 、平 成 ２ ２ 年 １ １ 月 ！ Ｏ 日 に 請 求 人 宅 を 訪 問 し 不 在 連 絡 票 を 差 し 置 い た こ と 。

そ し て 、 そ の 連 絡 票 に は 次 の こ と が 記 載 さ れ て い た こ と 。 。　　　 ／

卜　 「１ １ 月 中 辷 ご 連 絡 を い た だ け な い 場 合 に は 、廃 止 と し て あ つ か い ま す 。至 急･、 ご 連 絡

‥　　　
く だ さ｡い 。」　　　　　　　 二　　　　　　 、　　　　　　　　　　　　　 ＼　 グ

（７ ） 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ２ 年1･ 1 月 １ １ 日 に ケ ーフス 診 断 会 議 を 開 催 し 、 請 求 人 と ｉ か 月 以 上

連 絡 が と れ ず 、 収 入 状 況 等 生 活 実 態 が 確 認 で き ず 適 正 な 保 護 の 実 施 が で き な い こ と か ら

法 第 ２ ８ 条 第 ４ 項 に 基 づ き 、 本 件 処 分 を 決 定 し 、 同 日 付 け で 本 件 処 分 通 知 を 送 付 し た ご

と 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 卜

卜　　 そ の 通 知 に は 次 の こ と が 記 載 さ れ て い た こ と 。　　　　　 ｀　　　　　　　　 ！

゜　 ① 停 止 し た 保 護 の 種 類　　　　　　　　　　　 っ
生 活 扶 助 、住 宅 扶 助 ・ 教 育 扶 助 ・ 介 護 扶 助 ・ 医 療 圦 助 ・ そ の 他･

② 停 止 す る 時 期 犬･ 。　　　　　　 ＼　　 ＼　　 卜　 ’　　　　ﾚｸ

平 成 ２ ２ 年 １ ０ 月 １ 日 か ら

十　 ③ 停 止 の 理 由 卜　y.　　　　　　　　　 二

失1 淙 に よ り 停 止 す る 。
ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‥　

、‥

（ Ｓ ） 平 成 ２ ２ 年 １ １ 月 １ ８ 日 に 請 求 人 の 衷 か ら 処 分 庁 に 電 話 連 絡 が あ っ た こ と 。

そ し て 、そ の 内 容 は 、 連 絡 を 怠 っ て い た こ と の 謝 罪 と 保 護 費 の 支 給 を 求 め る も の で あ

っ た こ と 。

（ ９ ） 平 成､22 年 １ １ 月 ２ ５ 日 に 請 求 人 が 処 分 庁 を 訪 れ 、 保 護 の 再 開 を 求 め 、 処 分 庁 は 、 請

求 人 に 対 し 、 平 成 ２ ２ 年 １ ２ 月 ８ 日 付 け で 、 保 護 を 再 開 し た こ と 。　　　　　　　　　 Ｔ

２　判断　‥　　　　　　　　　　 プ　　　　　　　Ｊ　　　　　　　 二
（１） 法第４条第１項によれば、「保護は、‘生活に困窮する者が、､その利用し得る資産√能

力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件､と
して行われる。」とされ、法第５条によれば、これは「この法律の基本原理であって、
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この法律の解釈及び運用は、す べてこの原 理に基づいてされなければな らな い。」とさ
れている 。　　　　　　　　　　　　 ∧　　　　　　　　 ／　　　　　　 卜
＼法第 ８条第１項によれば、「保護は、厚 生労働大臣の定める基準によ り測定した要保

钁ヽ者の需要を基とし、そ のうち、そ の者の金銭又は物品で満たすことのできない不足
分を補う程度において行う ものとす る。」 とされており; 同第 ２項によ れば、「前項の
基準は、要保護者の年齢別、 性別レ 世帯 構成別、所在地域別ぞの他保 護の種類に応じ
て必要な 事情を考慮した最 低限度の生活 の需要を満たすに十分なものであって。且つ、
これをこえないものでなけ ればな ら’ない。」’とされている。　　　　 尚　　　犬
そ して 、具体的には、「生活保護法 による保護の実施要領について」（昭和 ３６年４
月１日　 厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知）によれば、保護の要否及び程度は、

毎月ごとに当該世帯につき認定した最低生活費と実施機関が認定した 収入との対比に
づよって 決定することとされている。

決定に係る実施機関の調査等 については、法第２８条 第１項によれば 「保護の実施
機関は、 保護の決定又は実施 のため必 要があるときは、 要保護者の資 産状況 、健康状

態そ の他 の事項を調査するために 、要保護者に ついて、当該職員に、その居住 の場所
・　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　丶

に立ち入 り、これらの事項を調 査させ、 又は当該保護者に対して、保護の実施機関の

指定する医師若しくは歯科医師 の検診 を受けるべき旨を命ずることができる。」とされ、
調査に協力しな い場合には、 同第 ４項 によれば 「保護の実施機関は、 要保護者が第１
項の規定による立入調査を拒 み、妨げ、若しくは忌避し 、又は医師若しくは歯科医師
の検診を受けるべき旨の命令 に従わない ときは、保護の開始若しくは変更の申請を却/
下し、又は保護の変更、停止若しくは廃止をすることができる。」とさ れている。
その対応については、平 成 ２１年 ３月3 111 日付け厚生労働省社会・援護局課長事務

連絡の問1  3-3  7 (生活保護手帳別冊問答集(2  0 1 0)  4  2  7 ページ）によれば、
1「現に保護受給中の者について、保護の決定のために必要な調査に協力しないよ うな
場合」 には 「その調査が必 要な 理由、及び必 要な協力の具体的な内容 について懇 切丁
濘 に説明し、それでもなお 協力が得られない のであれば、法第２冫条 に基づく文書に
よる指導 又は指示 を行い、なお かつ協力 が得 られないのであれば停廃止 の処分を行う
べきである。」 とされている。　　　　 ｌ　　　　　　　　　　　 ・

ところで、行政手続法第１４条によ れば、「行政庁は、不利益処分をする場合には。
●　　　　　　　

―f
その名あて人に対し、 同時 に、｡当 該不利益処分の理由を示さなければな らない。」 と
されている。

それを本件処分通知 について みると、停止の理由を「失畆 としているが、上記認定
事実（７）で明らかなとおり本件処分が法第２８条第４項に基づくものである ことから

すれば、 「失踪」の認否を争点 とするま でもなく、本件停止理由は、事実とは異な･り、
この点で本件処分は、違法である。

（５） 次に、処分庁が本件処分の根拠としている法第２８条第４項の適法性についてみる。
上記認定事実（３）～（６）で明らかなように、請求人は２か月にわたり保護費の受

領をしなかった。また、担当員が連絡先として知らされていた請求人の妻の携帯電話へ
連絡しても応答がなく、さらに、請求人宅への２度の訪問調査及び不在連絡票を差し置
くも応答がない態度は、処分庁が、請求人が立入調査を拒否等したと判断したとしても
やむを得ない状況と認められるＯ　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　｡
しかしながら、上記判断（３）で示したとおり、現に保護受給中の者について、調
査に協力が得られない事実がある場合には、法第２ ７条に基づく文書による指導又は
指示を行い、なお協力が得られないのであれば停廃止の処分を行うべきとされてい名。
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処分庁が、法第2･7 条に基づき、文書により調査に応じるよう具体的に指導指示した
事実は認められず、この点からも本件処分は不適法である。　　　ふ　　　 、

以上のとおり、本件審査請求は理由があるから。行政不服審査法第４０条第３項の規定を適用
して、主文のとおり裁決する。　　　　　　　 ／　　　‥　　　　　　　　　　　　　 ・

平成２３年３月４日

長野県知事　阿部

こ の 裁 決 に不 服 が ある とき は 、こ の裁 決 があ っ た こ と を知った 日 の翌 日か ら起 算 して ３ ０ 日以

内 に、 厚 生労 働 大 臣 に対し 再審 査 請求 を す る こ とが で き ま す。（な お 、 裁決 があ っ た こ とを 知 っ

｜　　　　　　　　　　　　　　　
、　・

た 日の 翌 日か ら起算 し て ３ ０ 日以内 で あっ て も 、裁 決 があ った 日 の翌 日か ら 起算 して １年 を 経 過

す る と 再 審 査 請求 をする こ と が でき な くな り ます; ）

卜 また 、こ の 裁 決 につ いて は 、こ の裁 決が あ っ た こ とを 知っ た日 の 翌 日か ら起算 して ６か 月以 内
■　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　ｊに 、こ の 裁 決 の前 提･とな る 決 定 をし た 市 を被 告 と し て（訴 訟におい て 市 を 代表す る 者 は 市長 とな

り ます 。） 決 定 の取 消 し の訴 え を、あ る い は県 を 被 告 と して （訴訟 にお いて県 を代 表 す る 者は 知

事 とな り ま す。） こ の裁決 の取 消し の訴 え を提 起す る こと ができ ます。　　　　
卜

（な お 、裁 決 が あっ たこ とを 知っ た 日 の翌 日 か ら起 算し て ６か月以 内で あっ て も 、裁 決が あ っ た

日 の翌 日 か ら起 算 し て １年 を 経 過す る と 決 定 及 び 裁 決 の取 消し の訴 え を 提起 す る こ と がで きな

く な り ます 。）　　　　　　　　　　　　　　　　
卜

上記は謄本です

平成２３年３月４日

長野県知事　阿部

？


